予　算　要　求　資　料
平成25年度当初予算　支出科目　款：土木費　項：都市計画費　目：都市計画総務費
	事業名: 特定基盤整備推進交付金（下水道）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　都市建築部　下水道課　事業係　電話番号：058-272-1111（内　3155　）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11663@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　　　　54,725千円（前年度予算額：62,729千円）　
	要求内容　　


	１　要求の内容


下水道の普及促進を目的に、市町村が実施する公共下水道事業に関わる起債の一部に対し利子を含めて交付する。
（１）公共下水道（公共）

市街地における下水を排除し、または処理するために地方公共団体が管理する下水道で終末処理場を有するもの、又は流域下水道に接続するもの。

（２）特定環境保全公共下水道（特環）

　 農山漁村の中心集落、都市計画区域内の市街化調整区域において整備されるもの。
　
	２　所要経費


特定基盤整備推進交付金（下記①＋②）
①(国庫補助対象事業費－国庫補助相当額)×1/40×(1-交付税算入率) 　　
②①に対する利子相当額　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	
	H23→H24繰越a
	H24事業費b
	交付金額

a+b

	(1)公共下水道
	14,810
	29,610
	44,420

	(2)特定環境保全公共下水道
	2,229
	8,076
	10,305

	計
	17,039
	37,686
	54,725


※平成24年度完了事業（H23→24繰越分及びH24現年分）に対して交付　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　源　内　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産

収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	62,729
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	62,729

	要求額
	54,725
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	54,725

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　市町村が実施する公共下水道事業に関わる起債の一部に対し、利子を含めて交付金を交付し、市町村の下水道事業の普及促進を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	市町村数

（下水道普及率71.7%超）
	0※
（S45）
	8※
（H13）
	18

（H24）
	38

	47.4%


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※合併後の市町村数にて表示
○指標を設定することができない場合の理由
	　


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容

交付対象となる市町村に対し交付事務手続きを行った。

[交付市町村]　 

公共下水道：８市６町（中津川市、羽島市、恵那市、各務原市、山県市、飛騨市、下呂市、海津市、養老町、垂井町、神戸町、池田町、坂祝町、御嵩町）

特定環境保全公共下水道：５市２町（中津川市、恵那市、本巣市、郡上市、下呂市、輪之内町、富加町）

　

[交付合計額]　５６，２０６千円




（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　下水道普及率が低く、財政状況の厳しい市町村が下水道事業を継続するための財政的補助となる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	下水道普及率が全国平均に満たない市町村が起債により事業実施する場合に限定して交付する交付金であり、事業継続の市町村要望は強い。財政状況が厳しい市町村が流域の水質向上や生活環境の改善を図るために、必要な事業である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	昭和45年度の下水道普及率14.3％から平成23年度71.2％に伸びている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	平成21年度に行財政改革アクションプランに基づき経費の節減を図った。
(1)平成22年度以降に新規着手する処理区は交付対象外とした。
(2)平成21年度事業（平成20年度繰越事業）から交付率を従前の1/2とした。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　地震対策や老朽施設更新等新たな課題もあり、財政が厳しい市町村にとって事業推進がますます困難となってきている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

下水道普及率が全国平均に満たない市町村が起債により事業実施する場合に限定して交付する交付金であり、流域の水質向上や生活環境の改善を図り、美しい自然と環境を守る「清流の国づくり」実現するために必要な事業である。


